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要旨 
 

本稿では、様々な外部不経済の要因となる、「耕作放棄地」（以下、放棄地とする）の発生

を予防することを目的とし、具体的に有効な政策の検証を行う。 

我が国の農業政策では、「食料・農業・農村基本計画」に基づき、効率的で生産性の高い、

「強い農家」の育成を目指してきた。昨今の環太平洋経済連携協定交渉の進展により、「強い

農家」への要請が一層高まっており、国はその具体的な主体として「担い手」と呼ばれる営

農主体の育成に取り組んでいる。 

そのような中、近年我が国では、放棄地の問題が深刻化している。放棄地とは、以前は耕

地であり、過去 1 年以上作物を栽培せず、しかもこの数年の間に再び耕作する考えのない

土地を指す。増加の背景には、農村における労働力不足や後継者不足など、農地の継続的な

農業利用が困難な状況が存在する。国は、「強い農家」である「担い手」の育成といった様々

な施策により、農地を継続的に農業利用することで、放棄地発生の予防を目指すが、放棄地

は依然として増加を続けており、政策の効果が十分であるとは言い難い。文献調査や聞き取

り調査より、地域ごとに土地条件が異なるにもかかわらず、その土地条件に合わせた政策が

実施されていないことがその原因であると示唆された。また、様々な政策が行われている

中、その効果検証は十分に行われず、特に「担い手」が放棄地予防に与える影響について考

察が十分に行われていないという問題も指摘された。 

このような問題意識のもと、本稿では「強い農業」を目指す農林水産省の方針を踏襲しつ

つ、放棄地の発生を予防し、放棄地による外部不経済のおそれがない「美しく活力のある農

村」を実現することをビジョンとし、放棄地の発生予防に様々な政策が与える影響を地域ご

とに実証分析し、地域の土地条件に合った形での政策を提言する。 

第 1 章では、近年の我が国の農業政策の指針について触れ、外部不経済の予防の観点よ

り、放棄地の現状を整理した後、「強い農家」として期待される「担い手」と呼ばれる営農

主体に関する政策を含め、様々な放棄地の発生予防のための政策をまとめる。また、聞き取

り調査から示唆された現行政策における問題点について考察を行う。 

第 2 章では、放棄地発生予防に関する先行研究を紹介し、本稿の位置付けを述べる。放棄

地の発生予防に関する研究の中で、「担い手」に注目した例は少なく、これを本研究の新規

性とする。 
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第 3 章では、「担い手」をはじめとした様々な政策が、放棄地の発生予防に与える効果に

ついて、パネルデータを用いて実証分析を行い、その関係性を明らかにする。分析は土地条

件に応じて行う。分析結果から、全ての地域において集落営農が、都市型地域においては圃

場整備が、都市近郊地域や農村地域においては認定農業者と集落営農が関わりを持つこと

が放棄地発生予防に有効であることが明らかとなった。また、農村地域内の急傾斜地では、

休耕田による保全管理が放棄地発生予防に影響を与えていることが分かった。 

第 4 章では、前章の分析結果をもとに、土地条件に応じて政策提言を行う。具体的には以

下のとおりである。 

【政策提言Ⅰ】集落営農実施支援への人・農地プランの活用 

【政策提言Ⅱ】圃場整備、農用地指定の面積要件の緩和 

【政策提言Ⅲ】認定農業者の認定要件（市町村基本構想）の改定 

【政策提言Ⅳ】休耕田の将来的な活用を見据えた保全管理 
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はじめに 
 

 

我が国の農業は、後継者不足や、環太平洋経済連携協定に伴う海外産農産物との競争激化

により、衰退が懸念されている。 

国は農業政策の基本方針として、「食料・農業・農村基本計画」（以下、基本計画とする）

を発表した。基本計画では、「食料・農業・農村施策の改革を進め、若者たちが希望を持て

る『強い農業』と『美しく活力ある農村』の創出を目指」すことが明記された。 

そのような中、我が国では近年、様々な外部不経済の原因となる耕作放棄地（以下、放棄

地とする）の増加が深刻化している。放棄地は、農家の離農により農地の継続的な利用が困

難になることで発生する。このような現状から国は、「強い農家」を育成し、その農家に農

地が放棄地化する前に適切に権利移転することで、農地の継続的利用を保ち、放棄地の外部

不経済の未然予防を目指している。しかし、放棄地は依然として増加を続けていることから、

政策の効果は十分であるとは言えず、基本計画で掲げられた「美しく活力のある農村」の達

成は不透明である。 

本稿では、「強い農業」を目指しつつ放棄地の発生を予防し、放棄地による外部不経済の

おそれがない「美しく活力のある農村」を実現することをビジョンとし、研究を進める。 
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第１章 現状分析・問題意識 

 

第 1 節 耕作放棄地の増加と外部不経済 

 

 

第 1 項 我が国の農業政策の基本方針 

 

2015 年 3 月に、国は農業政策の基本方針として、「食料・農業・農村基本計画」（以

下、基本計画とする）を発表した。基本計画では、「食料・農業・農村施策の改革を進

め、若者たちが希望を持てる『強い農業』と『美しく活力ある農村』の創出を目指」すこ

とが明記された。この背景には、国内農業の後継者不足などによる耕作放棄地の増加や、 

環太平洋経済連携協定（TPP）による海外産農産物との競争激化への懸念などがある。 

我が国の農業が厳しい状況にあるとされる中で、基本方針を達成すべく、農林水産省

（以下、農水省とする）を中心として、効率的かつ効果的な政策を推進していく必要があ

る。 

 

 

第 2 項 耕作放棄地の定義と発生状況 

 

国の基本方針に反して、近年、耕作放棄地が増加しており大きな問題となっている。農

水省が 5 年ごとに公表する農林業センサス（以下、センサスとする）によると、耕作放棄

地（以下、放棄地とする）とは、「以前耕地であったもので、過去 1 年以上作物を栽培せ

ず、しかもこの数年の間に再び耕作する考えのない土地」を指す。 

センサスによると、2010 年時点で放棄地面積は滋賀県の面積に匹敵する 39 万 6000ha

であり、耕作地全体の約 10.6%を占める。また、その値は年々増加している（図 1 参

照）。農水省の試算2では、何らかの対策を講じなければ、10 年間で放棄地は約 21 万 ha

増加し、2010 年比で約 1.5 倍の水準に到達する。更に、放棄地の増加状況を、沖縄県を除

                                                 
2農林水産省作成資料「農地の見通しと確保」より 
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く3全国の農政局単位で比較すると、放棄地は全国的に増加を続けているが、増加状況には

地域差が見られ、東北、近畿、中国四国農政局管内で特に増加している（図 2 参照）。 

 

図 1：放棄地面積と放棄地面積率の推移 

農水省「2010 年世界農林業センサス結果の概要（確定値）」より筆者作成 

 

図 2：地域別放棄地増加率 

農水省「2010 年世界農林業センサス」より筆者作成 

 

 

 

                                                 
3沖縄県は水田率（2014 年）が 2.2％と、全国の 54.4％に比べて著しく低い。先行研究では、放棄地の発生要因は土地

条件や、田と畑で異なるとされるため、本稿では沖縄総合事務局管内（沖縄県）を除いて比較を行った。  
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第 3 項 放棄地増加による外部不経済 

 

放棄地の発生により、「周辺の営農環境の低下」、「風景景観の悪化」、「ゴミなどの不法

投棄等を誘発」、「火災の発生を誘発」、「防災や防犯機能の低下」などの外部不経済を誘発

することが懸念されている（図 3 参照）。 

放棄地の発生により実被害が発生した事例を紹介する。広島県江田島市では、放棄地が

イノシシのすみかとなるといった、周辺の営農環境の悪化による外部不経済の発生が報告

されている。広島県の報告書4によると、江田島市の 2013 年度の作物被害額は 1834 万

8000 円に及んだ。また、千葉他（1997）は、岩手県の半湿田地帯における耕作放棄水田

の土壌調査から、特に長雨の後の豪雨の際に、耕作放棄された水田では災害が起きやすい

ということを明らかにしている。 

更に、一度放棄地化した土地の農地への復元には、多大なコストが必要となる。国立研

究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の試算では、最新の技術を用いた場合でも

1ha あたり約 55 万円の費用が必要となる。同試算に基づき、今後 10 年で発生が予想され

る放棄地面積について、その復元費用を算定すると、約 1155 億円の費用を要する5。 

つまり、増加を続ける放棄地による外部不経済を防止するためには、農地の放棄地化を

未然に予防することが重要である。よって本稿では、放棄地の発生予防に注目する。 

 

                                                 
4「平成 26 年度 市町職員指導者養成研修政策課題研究報告書」を指す。 
5今後 10 年で発生することが予想される放棄地面積については、前述の農水省資料「農地の見通しと確保」を用いた。

21 万 ha×55 万円＝1155 億円となる。 
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図 3：耕作放棄による外部不経済の内容 

国土交通省「空き地・空き家等外部不経済対策について」より筆者作成 

 

 

第 2 節 放棄地発生原因と土地条件による差異 

 

 

第 1 項 放棄地発生要因 

 

農政調査委員会の調査によると、放棄地の発生要因は様々であるが、特に耕作者の不在

や土地条件の悪さが大きな要因とされる（表 1 参照）。 

また、仙田（1998）では、地域ごとに農家の性質など生産条件が異なることから、放棄

地発生要因の影響も異なるとしている。吉田・佐藤・駄田井（2006）でも、農家の性質、

都市からの距離や傾斜などの地域ごとの土地条件により、放棄地発生に影響を与える要因

は異なっているとしている。そこで、本稿では放棄地の発生原因を土地条件の異なる地域

ごとに考察し、その課題と解決策を模索していく。 

なお、耕地は田と畑に大別される。服部・山路（1995）によると、田と畑で放棄地の発

生理由は異なっているとされる。我が国の耕地面積のうち、田は 54.4％を占めるなど農地

利用の中心は田であり、畑は地域により作付けされる作物が異なるため、本稿では耕地の

中でも田に注目することとする。 
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表 1：放棄地面積の発生要因 

         農政調査委員会「農業振興地域・農地制度等の実態把握及び 

効果分析に関する調査結果」より筆者作成 

 

 

第 2 項 地域ごとの土地条件の差異 

 

地域ごとの土地条件を比較するため、ここでは吉田・佐藤・駄田井（2006）6及び旧市

町村単位の農水省農業地域類型区分7を参考に、市町村を単位として、「DID 設定市町村ま

での時間距離8」、「人口密度」等によって 3 類型（都市型市町村、都市近郊市町村、農村型

市町村）に区分した。更に農村型市町村を「平均傾斜」によって更に 2 類型（緩傾斜農村

型市町村、急傾斜農村型市町村）に区分した(表 2 参照)。地理的条件に注目した農水省農

業地域類型区分では都市型市町村への通勤が容易な都市近郊市町村と困難な農村型市町村

が区別できない。また、DID 設定市町村までの距離に注目した吉田・佐藤・駄田井

（2006）の区分では、人口が集中する都市型市町村と都市型市町村への通勤圏に位置する

都市近郊市町村を区別できない。よって、本稿では、独自の分類を用いることとした。 

                                                 
6吉田・佐藤・駄田井（2006）は中国地方の対象市町村を 3 類型に区分し、分析を行った。DID 設定市町村までの時間

距離が 30 分未満の市町村を「都市近郊市町村」、DID 設定市町村までの時間距離が 30 分以上で、平均傾斜が 15 度未

満の市町村を「緩傾斜市町村」、DID 設定市町村までの時間距離が 30 分以上で、平均傾斜が 15 度以上の市町村を

「急傾斜市町村」と区分した。 
7農水省農業地域類型区分とは、昭和 25 年 2 月 1 日時点の旧市町村を「都市的地域」、「平地農業地域」、「中間農業

地域」、「山間農業地域」の 4 地域に区分したものである。詳細は別添 2 に記した。そのうち、「都市的地域」は「可

住地に占める DID 面積が 5％以上で、人口密度 500 人以上または DID 人口 2 万人以上の旧市町村または市町村」、

「可住地に占める宅地化率が 60％以上で、人口密度 500 人以上の旧市町村または市町村（ただし、林野率 80％以上の

ものは除く）」と定義されている。 
8DID とは国勢調査において、人口密度約 4000 人／㎢以上の地区がいくつか隣接し、あわせて人口 5000 人以上を有す

る国勢調査の基本単位区である。 
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県全体に様々な土地条件の市町村が存在する広島県を例に、代表的な市町村の農業構造

を示す（表 3 参照）。また、各地域の土地条件の特徴と先行研究で示唆された放棄地の予

防要因を述べる。 

 

表 2：市町村の 3 類型 

農水省「農業地域類型区分について」より筆者作成 

 

表 3：広島県の代表的市町村の農業構造 

                                        農水省「農業センサス」より筆者作成 

 

Ⅰ 都市型市町村 

 

都市化が進み、主に市街地や宅地が主となっている地域を想定する。宅地開発などによ

り、農地の所有者は農地を宅地や駐車場に転用し、残りを自給用として残す傾向にある。

そのため、小規模な自給的農家9が多く、農地が散在している。表 3 からも、自給的農家が

多く、一人当たりの耕地面積が少ないことが見て取れ、この地域では大規模な農業経営が

難しいことが分かる。 

                                                 
9自給的農家とは、経営耕地面積が 30a 未満かつ調査期日前 1 年間における農産物販売金額が 50 万円未満の農家を指

す。 
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ただし、九鬼・高橋（1997）によれば、継続した営農意向をもつ農地、整備された農地

10は耕作放棄されにくいと述べている。 

 

Ⅱ 都市近郊市町村 

 

都市から比較的近いため通勤圏に位置する地域を想定する。この地域では、都市部への

アクセスが良く、農業外の就業機会に恵まれるため、農家の所得のうち農業外の所得が主

となる兼業が進む。このため、複数の農家で農業生産過程を協力するなど、効率的な営農

が促される。 

吉田・佐藤・駄田井（2006）では、都市近郊地域では農業生産のため組織へ参加する農

家が多いほど放棄地の発生が抑制されると述べている。 

 

Ⅲ 緩傾斜農村型市町村 

 

都市への通勤圏外にある地域を想定する。農村地域は、就労機会が他地域に比べ少な

く、労働力が都市に流出しやすいため農業が主な産業のひとつとなっている。また、宅地

化されていない土地も多く、まとまった農地が確保できる。 

中でも、緩傾斜農村地域は、水田稲作をはじめとする土地利用型農業に最も有利な地域

である。このような地域では、経営規模が広い経営体が規模を拡大する一環として、農地

を貸し受けたり、作業を請け負ったりする動きが見られる。 

吉田・佐藤・駄田井（2006）では、農業を主とする主業農家11や、農作業を請け負った

農家が多いほど放棄地が発生しにくいと述べている。 

 

 

 

 

 

                                                 
10九鬼・高橋（1997）では生産緑地への指定がある農地、圃場整備が行われた農地と記述している。 
11主業農家とは、農業所得が農外所得以上で、1 年間に 60 日以上自営農業に従事している 65 歳未満の世帯員がいる農

家を指す。 
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Ⅳ 急傾斜農村型市町村 

 

就労機会が他地域に比べ少なく労働力が都市に流出しやすい農村地域であり、かつ急傾

斜といった環境要因で農業の土地条件が不利な状況にある地域を想定する。そのため、こ

の地域では農業の労働力不足、生産の高コスト化が起こる傾向にある。 

これらの地域では、特殊事情に鑑み、後述の中山間地域等直接支払制度に代表されるよ

うな、経営体に対する特別の所得支援が行われる。中山間地域等直接支払制度は市町村の

中の地域単位で条件不利を判断することから、本稿では市町村単位での傾向を見るため

に、吉田・佐藤・駄田井（2006）を参考に条件不利地域を再定義した。 

吉田・佐藤・駄田井（2006）では、このような地域では農業生産の不利性や労働力不足

から作付けができず、将来耕作する意思を持ちながらも作付けを行わない、不作付けの状

態で保全管理を行うことで放棄地の発生を防ぐ必要があると述べている。 

 

 

第 3 節 放棄地発生の予防に向けた取り組み 

 

 

第 1 項「担い手」の活用による放棄地発生の予防 

 

Ⅰ 放棄地発生の予防へ注目される「担い手」農家 

 

前節で述べたとおり、放棄地の発生は耕作者不足が最も大きな要因とされる。耕作者不

足への対策として、近年特に期待されているのが、「担い手」と呼ばれる新たな営農主体

である。1999 年に公布された「食料・農業・農村基本法」において、「担い手」は「効率

的かつ安定的な農業経営及びそれを目指して経営改善に取り組む農業経営者」と定義さ

れ、集落営農と法人経営、新規就農者がその具体的な形態として挙げられる。このうち、

新規就農者や法人経営は認定農業者になることを期待されている。認定農業者と集落営農

は、従来の経営主体と比較して、認定などにより、効率的で生産性の高い営農が担保され

ていることから、継続的な営農が見込まれ、国によってその強化、育成が政策的に進めら

れてきた。なお、広島県における地域ごとの「担い手」の数は別添 3 に示した。 
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以下、認定農業者と集落営農について詳述したのち、そうした「担い手」に農地を集積

12することで放棄地発生の未然予防を図る政策を紹介する。 

 

ⅰ 認定農業者の概要 

 

1992 年の農水省「新しい食料・農業・農村政策の方向」において、「効率的・安定的な

経営体」である個人や法人が農業生産の中心を担うような農業構造の確立を目的に、認定

農業者制度が創設された。 

農業者は、農業経営の目標に向け、規模拡大や生産方式・経営管理の合理化などの経営

の改善を進める計画を作成し、同計画について市町村から認定を受けることで、認定農業

者となることができる（図 4 参照）。認定には、計画が市町村基本構想13に照らして適切な

ものであること、計画が農用地14の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なものであ

ること、計画の達成される見込みが確実であることが要件となる。また、認定は 5 年ごと

に更新する必要がある。したがって、認定農業者はその効率性・生産性が担保された農業

者であると言える。このような背景から、国は、「強い農家」としての認定農業者を促進

するため、様々な支援策を講じている15。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
12売買、貸借、農作業の受託などを通じ、「担い手」に土地を集めること。 
1310 年計画で、市町村が地域の実情をふまえて効率的・安定的な農業経営の目標を内容とする基本構想を作例しようと

いうもの。営農類型別に経営規模、生産方式、経営管理の方法などを定める。 
14農業振興地域に関する法律により、今後とも長期間にわたり、農業上の利用を図るべき土地として指定された農地を

指す。 
15農業者は、融資や税制において様々な優遇措置を受けることができる。 
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図 4：認定農業者の認定手続き 

筆者作成 

 

ⅱ 集落営農の概要 

 

集落営農とは、集落を単位として農業生産の行程の全部または一部について、合意した

上で農業などを共同で取り組む営農をいう。具体的には、集落内における農業用機械の共

同所有や営農の一括管理・運営といった取り組みが行われている。 

 集落営農の形成によって、構成員の経験などに応じた役割分担や機械の共同利用が進

み、作業効率が向上する。更に、集落単位の土地管理秩序が構築され、農地の荒廃を予防

する効果も見込まれている。「平成 22 年度農林水産省集落営農実態調査」によると、集落

営農の設立目的として、「地域の農地の維持管理のため」と回答している割合がもっと高

くなっており、地域内の農地の保全管理に強い目的意識を持っていることがうかがえる

（図 5 参照）。 

 

①市町村が
市町村基本構想を策定

②農業者が
経営改善計画を策定・提出

③市町村の認定が
下りる

5
年
ご
と
に
更
新
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図 5：活動目的別集落営農数割合（複数回答） 

             農水省「平成 22 年集落営農実態調査」より筆者作成 

 

Ⅱ 人・農地プランによる「担い手」の活用 

 

人・農地プランは、地域農業の今後のあり方を検討する場を設けることを目的に 2012

年に導入された。農水省が地方自治体と連携して、各地における人・農地プラン作成及び

更新を支援しており、将来的な「担い手」の確保や農地集積の在り方等をプランに定めて

いる。人・農地プランの具体的な様式は、別添 1 に示した。 

また、同プランを活用する政策として、農地の貸借を行う農地中間管理事業（以下、中

間管理事業とする）が挙げられる。各地域で協議されたプランに従い、中間管理事業の主

体である農地中間管理機構が、地域の農地を借り受けし、新たな「担い手」を公募によっ

て募集したのち、希望内容などに応じて貸付けを行う。こうして各地域のニーズにあった

プランに沿って、効率的で生産性の高い農家を強化し、放棄地発生の未然予防を達成する

ことが可能となる。 
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第 2 項 圃場整備16による放棄地発生の予防 

 

 土地条件の悪さは放棄地発生の大きな要因である。土地条件を改良する圃場17整備事業

や、用排水路整備などを通じて更なる環境改良を目指した土地改良総合整備事業は、生産

性の向上や放棄地の防止などの役割を果たしてきた。 

こうした事業を発展させる形で 2003 年に創設されたのが、経営体育成基盤整備事業で

ある。この事業は、土地条件の改良に加えて、「担い手」の育成を目的に、各都道府県で

実施されており、農業生産基盤整備と農業経営高度化支援事業の 2 事業からなる。前者は

受益面積1820ha 以上で、認定農業者の育成が採択要件となり、圃場整備などを行ってい

る。なお、後者は高度な経営体の育成を採択要件とし、農業経営に関する都道府県の指導

事業への援助などを行っている。 

大阪府みどり公社への聞き取り調査では、圃場整備を行った土地では、その土地条件の

良さから「担い手」をはじめとした経営体に貸借がなされやすい傾向にあり、放棄地の発

生予防に有効であるとの示唆を受けた。 

 

 

第 3 項 休耕田による放棄地発生の予防 

 

Ⅰ 中山間地域等直接支払制度の概要 

 

営農活動が難しい急傾斜地域は、特殊事情に鑑み、2000 年度から中山間地域等直接支払

制度19が導入された。この制度は、集落を単位に農用地を維持・管理する取り決めを締結

し、国が市町村を通じて面積に応じ一定額を交付する所得補助を行う制度である20。 

                                                 
16農地中間管理機構でも簡易な土地整備は行っているが、法的根拠が不要な事業であるため、換地や減歩を伴う整備を

行うことはできない。そのため複数の受益者にまたがる大規模な整備を行うことはできない。 
17圃場とは、作物を栽培する田畑を指す。 
18ある施設を造成または改修することにより、何らかの利益を受ける農地面積のこと。 
19対象となる地域は、特定農山村法、山村振興法、過疎地域自立促進特別措置法、半島振興法、離島振興法、沖縄振興

特別措置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興開発特別措置法等の指定地域、あるいは地域の実態に応じ

て各都道府県知事が指定する地域である。 
202015 年から農地保全管理など農業の多面的機能を維持するための地域活動や環境保全を行う営農活動を支援する、

日本型直接支払制度が創設され、中山間地域等直接支払制度もその中に含まれることとなった。法律に基づく措置とし

て実施されるが、基本的枠組みは従来のまま維持しそれを継続する。 
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対象となるのは、農業振興地域21の整備に関する法律において定める「農用地区域22」内

の、傾斜基準など23を満たす農用地である。交付金を受けるためには、協定に基づき 5 年

間以上継続して農業生産活動を行う必要があり、交付対象者も同協定を締結した農業者な

どである。交付単価については土地の用途と傾斜によって分類がなされる。交付対象とな

る活動は 2 体系に分かれており、「①農業生産活動を継続する活動」のみの場合は交付単

価の 8 割が、①に加え②「体制整備のための前向きな活動」を行う場合は交付単価の 10

割を交付することとなっている。 

 

Ⅱ 中山間地域等直接支払制度を利用した休耕田による保全管理 

 

中山間地域等直接支払制度の対象となる急傾斜地域では、労働力不足により「担い手」

の確保が困難となることに加え、急傾斜から圃場整備費用が高額化し、土地の改良も実施

が困難となる。そのため、耕作者の不在、土地条件の不利を直接的に解消することは難し

いと考えられる。 

そこで、中山間地域等直接支払制度は、作付けを行っていない場合も、休耕田として維

持することにも補助を行っている。なお、休耕田は、作付けが行われていない点で放棄地

と同じだが、土地の所有者が今後作付けを行う意思がある点で放棄地とは区別される（図

6 参照）。 

 

                                                 
21自然的経済的社会的諸条件を考慮して総合的な農業振興を図ることが必要と認められる地域について、その地域に必

要な施策を計画的に推進するための措置を講ずることによって、農業の健全な発展と、国土資源の合理的な利用に寄与

することを目的とした地域を指す。 
22農業振興地域内における集団的に存在する農用地や、土地改良事業の実施にかかる土地のような生産性の高い農地な

ど、農業上の利用をすべき土地として指定された土地を指す。 
23具体的には、傾斜基準に加え、集落協定に基づく農用地の保全に向けた共同取り組み活動が行われる複数の団地の合

計面積が 1ha 以上となる農用地が指定の要件となる。 
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図 6：休耕田と放棄地の違い 

筆者作成 

 

 

第 4 節 現行政策における問題点 

 

放棄地の主な発生要因と現行の各種政策の関係を図 7 に示した。放棄地の発生予防に向

け、様々な取り組みが行われているが、依然として放棄地は増加を続けている。 

その要因を明らかにするため、大阪府環境農林水産部への聞き取り調査を行い、現行政

策の課題は主に 2 つあると分かった。1 点目は、地域の土地条件にあった政策が行われて

いないことである。例えば、全国を対象とする国の政策が農用地に限られるため、都市型

市町村に多く見られる、農用地に指定されない農地に支援が行き渡らないということが挙

げられる。2 点目は、「強い農家」の育成を目指す現行の「担い手」への農地集積政策は、

必ずしも放棄地の発生予防には有効でない可能性があることである。国は認定農業者とい

った「強い農家」に農地を集めることで、農地の継続的な利用を目指すが、個人への農地

の集中が進むと地域のコミュニティーの崩壊を招き、永続的な営農が困難になる可能性が

あることが、聞き取り調査により示唆された。 

以上より、現行政策において、国が土地条件にあった政策の枠組みを十分に用意できて

いないこと、及び「担い手」への集積が必ずしも放棄地発生の予防に効果的でない可能性

があることが課題であると分かった。 
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図 7：放棄地の主な発生要因と現行政策の関係図 

筆者作成 

 

 

第 5 節 問題意識 

 

国は「強い農業」と「美しく活力ある農村」の創出を目指している。そうした目標の一

方で、「担い手」不足などを原因として、放棄地が発生している。放棄地は、周辺の営農

環境の低下などの外部不経済をもたらす。国は放棄地の発生予防を目的にいくつかの政策

を実施しているものの、放棄地は増加の一途をたどっており、政策が十分な効果を発揮し

ているとは言い難い。その原因として、政策が地域の土地条件に合った形で行われていな

かったり、「担い手」を十分に活用できる環境を整備できていなかったりすることが挙げ

られる。 

以上の現状より、地域ごとに土地条件が異なるにもかかわらず、その土地条件に合わせ

た政策が実施されていないこと、また、様々な政策が行われている中、その効果検証は十

分に行われず、特に「担い手」が放棄地発生予防に与える影響について考察が十分に行わ

れていないことを本稿における問題意識とする。そして、「強い農業」を目指す農水省の

方針を踏襲しつつ、土地条件に合った政策によって放棄地の発生を予防し、放棄地による

外部不経済のおそれがない「美しく活力のある農村」を実現することをビジョンとする。 
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第 2 章 先行研究及び本稿の位置付け 

 

仙田（1998）では、センサスの個票データを用いて二項選択ロジット・モデルにより、放

棄地の発生要因について研究がなされた。同研究では、定住環境の整備、大規模農家に対す

る農地集積支援、後者を含めた農業サービス事業体の設立が耕作放棄の予防に効果を持つ

ことが明らかにされた。しかし、同研究では「担い手」に関数する変数は取り入れておらず、

「担い手」が放棄地の発生に与える影響について検証はなされていない。 

耕作放棄要因を土地条件ごとに研究したものとして、吉田・佐藤・駄田井（2006）が挙げ

られる。同研究では、中国地方の水田率 80％以上でかつ販売農家数 100 戸以上の 179 市町

村を対象に、センサスを用いて重回帰分析が行われた。その結果、都市近郊市町村では農業

生産組織への参加促進、緩傾斜市町村では農業生産組織への参加促進と農作業受委託推進、

急傾斜市町村では粗放的農法推進と保全管理推進が耕作放棄予防に有効であるとされた。

しかし、都市的地域と都市近郊の地域について、それぞれの放棄地発生の要因が検証されて

おらず、また、仙田（1998）と同様に、「担い手」に関する検証はなされていない。 

 都市的地域における放棄地の発生要因を研究したものとして、九鬼・高橋（1997）が挙げ

られる。同研究では、大阪府泉州地域の特徴的な農業集落を選び出し、耕作放棄される理由

とされない理由について検討を行った。その結果、生産緑地のような継続した営農意向をも

つ農地、整備された農地は耕作放棄されにくいとされた。しかし、同研究は一部地域の事例

を考察したに留まり、圃場整備をはじめとする政策が放棄地発生に与える効果に対して統

計的な検証はなされていない。 

集落営農と放棄地の関係を分析した研究としては矢挽（2015）がある。同研究では、同一

県の市町村を対象として耕作放棄地率24と集落営農の相関係数を考察し、集落営農の多い市

町村では耕作放棄地率が低くなる傾向を示唆した。しかし、分析は相関係数を見るだけに留

まり、全国規模の市町村単位での分析は行われていない。また、土地条件ごとの固有の放棄

地発生要因について検証がなされていない。 

                                                 
24矢挽（2015）における耕作放棄地率は、(耕作放棄地面積／総農家の経営耕地面積+耕作放棄地面積)として算定され

ている。 
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 以上のように、放棄地の発生予防に関し、これまでに様々な研究が行われてきたが、それ

らの政策の効果を土地条件ごとに検証した例は少なく、特に認定農業者や集落営農などの

複数存在する「担い手」に関する変数を取り入れた論文は、我々が探した限り見つからなか

った。本稿では、「担い手」に関する政策など、放棄地発生予防に有効と考えられる政策を

変数として取り入れ、分析を行う。これを本稿における新規性とする。 

 

 



ISFJ2015 最終論文 

 

25 

 

第 3 章 理論・分析 

 

第 1 節 分析の方向性 

 

前述のとおり、本稿では「担い手」に関する政策など、放棄地発生予防に有効と考えられ

る政策を変数として取り入れ、放棄地の発生予防にどのような影響を与えているかについ

て検証する。その際、現状分析、及び吉田・佐藤・駄田井（2006）から、放棄地の発生要因

が土地条件によって異なる可能性が示唆されたため、本研究では、吉田・佐藤・駄田井（2006）

に依拠し、土地条件に応じて変数を 3 分類し、それぞれ分析を行う。 

 

 

第 2 節 分析の枠組み 

 

 本章では、分析は変量効果モデルを採用し25、パネルデータを用いた分析を行う。「担い

手」育成政策の実施主体が主に市町村であることから、分析の単位は市町村とした。また、

市町村単位の公表データがセンサスに限定されることから、本稿ではデータが入手可能な

2005 年、2010 年の 2 か年分のパネルデータを利用した。 

 本分析では、2000 年から 10 年間の放棄地増加率が高い東北、近畿、中国四国農政局管内

の、2010 年時点で水田率 70％以上26かつ販売農家数 100 戸以上の市町村のうち、データの

                                                 
25固定効果モデルと、プーリング回帰モデルによる分析も検討した。その際、プーリング回帰モデルとの比較では

Breusch-Pagan Lagrange multiplier 検定により、5 つ全ての分析で変量効果モデルが採択されたが、変量効果モデル

との比較では、Hausman 検定で変量効果モデルが支持されるモデル（分析Ⅲ－ⅱ）やχ2 の検定量が負値となってし

まったモデルがあった（分析Ⅰ）。そこで、固定効果モデルでは時間不変変数である「平均傾斜」や「DID 設定市町

村までの時間距離」が省略されてしまうことを考慮し、更に、Hausman 検定により固定効果モデルが支持された分析

においてもＲ^2 の値が著しく低く（分析Ⅱ－ⅱで 0.000）なることから、今回は 5 つの分析モデルを同一のモデルで

比較するために変量効果モデルによる分析を行った。 
26吉田・佐藤・駄田井（2006）では中国地方の水田率 80％以上かつ販売農家 100 戸以上の旧市町村を対象として用い

ており、中国地方の経営耕地に占める対象市町村の経営耕地面積は 7 割程度となっている。他方、本稿では 2010 年現

在の市町村を対象に分析を行ったため、同様の基準で選択をすると青森県、秋田県、山形県、和歌山県を除く東北、近

畿、中国四国農政局管内の全市町村の耕地面積に占める割合が 5 割程度（198 市町村、約 545 万 ha）となる。そのた

め、本稿では市町村合併による影響を考慮して、対象市町村の耕地面積が青森県、秋田県、山形県、和歌山県を除く東

北、近畿、中国四国農政局管内の全市町村の耕地面積に占める割合の 7 割程度となるよう、水田率 70％以上かつ販売

農家 100 戸以上の市町村を対象とした。 
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制約上、青森県、秋田県、山形県、和歌山県、兵庫県尼崎市、兵庫県伊丹市、島根県斐川町

を除いた 300 市町村を対象とした。これらの都道府県、市町村の耕地面積は、青森県、秋田

県、山形県、和歌山県を除く東北、近畿、中国四国農政局管内の全市町村の耕地面積の約 7

割（約 74.2 万 ha）にあたる。 

 また、現状分析で述べたとおり、放棄地の発生要因は地域ごとに異なるとされるため、サ

ンプルとなる市町村を現状分析で用いた区分によって分類し、区分ごとにそれぞれ分析す

ることとした。分析対象市町村及び本稿における地域類型は別添 2 を参照されたい。 

 

図 8：対象市町村の類型化 

                                            筆者作成 

 

図 9：農村型市町村の類型化 

筆者作成 
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 分析では、被説明変数には放棄地面積率を採用し、データが入手可能な 2005 年、2010 年

の 2 か年分のパネルデータを利用する。説明変数には「担い手」に関する変数や農業構造に

関する変数など27を採用する。分析は、都市型市町村、都市近郊市町村、農村型市町村の各

地域類型ごとに行い、政策が放棄地面積率に与えている要因を個別に明らかにする。 

分析Ⅰでは都市型市町村、分析Ⅱでは都市近郊市町村、分析Ⅲ－ⅰでは農村型市町村を対

象とした分析を行う。 

分析Ⅲ－ⅱでは、分析Ⅲ－ⅰで用いた説明変数に、急傾斜地域ダミーと休耕田に関する変

数の交差項を加える。これは、地理的条件不利地域である急傾斜農村型市町村において、中

山間地域等直接支払制度で行われる、休耕田の設定による農地の保全管理が放棄地面積率

に与える影響を明らかにするためである。 

 また、分析Ⅳでは参考として対象全 300 市町村を対象に分析を行う。この分析は、それ

ぞれの「担い手」の存在が放棄地面積率に与えている影響を、対象全市町村の平均的に把握

し、地方類型との差異の存在を見るという 2 つの意味を持つ。 

以下、モデル式及び変数について述べる。変数の出所は表 4 にまとめた。 

 

 

 モデル式 

 

分析Ⅰ  ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X4it+β4X5it+β5X6it+β6X7it+β7X8it 

+β8X11it+β9X12it+β10X13it+β11D2it+β12D3it+β13D4it+β14D5it+uit 

（i=1～79,t=2005,2010） 

 

分析Ⅱ  ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X3it+β4X4it+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it 

+β9X11it+β10X12it+β11X13it+β2D2it+β13D3it+β14D4it+β15D5it+uit 

（i=1～144,t=2005,2010） 

 

                                                 
27分析において耕地の貸借や作業受託の多寡の指標として、貸付農地面積率、農作業を請け負った農家率などの変数を

採用することも検討したが、国が農地の集積対象として「担い手」を支援していることを考慮し、認定農業者や集落営

農といった「担い手」に関する変数との相関が高くなると考えられることから、本分析では導入しないこととした。ま

た、地価に関する変数も同様に、都市化の進展を反映する DID 設定市町村までの時間距離や人口密度との相関が高い

と考えられるため、本分析では導入しなかった。 
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分析Ⅲ－ⅰ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X3it+β4X4it+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it 

+β9X11it+β10X12it+β11X13it+β2D2it+β13D3it+β14D4it+β15D5it+uit 

（i=1～77,t=2005,2010） 

 

分析Ⅲ－ⅱ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X4it+β4X5it+β5X6it+β6X7it+β7X8it+β8X9it 

+β9X10it+β10X11it+β11X12it+β12D1it+β13D2it+β14D3it+β15D4it+β16D5it+uit 

（i=1～77,t=2005,2010） 

 

分析Ⅳ  ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X3it+β4X4it+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it 

+β9X11it+β10X12it+β11X13it+β2D2it+β13D3it+β14D4it+β15D5it+uit 

   （i=1～300,t=2005,2010） 

 

 変数 

Yit：市町村別 放棄地面積率 

β0：切片 

X1：市町村別 水田率 

X2：市町村別 DID 設定市町村までの時間距離 

X3：市町村別 平均傾斜 

X4：市町村別 人口密度 

X5：市町村別 自給的農家率 

X6：市町村別 主業農家率 

X7：市町村別 65 歳以上農業従事者率 

X8：都道府県別 水田整備率 

X9：市町村別 休耕田率 

X10：（市町村別 休耕田率）×（急傾斜ダミー） 

X11：市町村別 全経営体数に占める認定農業者率 

X12：市町村別 全農業集落に占める集落営農率 

X13：（市町村別 全経営体数に占める認定農業者率） 

×（市町村別 全農業集落に占める集落営農率） 

D1：急傾斜ダミー 
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D2～4：地域ダミー 

D5：2010 年ダミー 

uit：誤差項 

 

 分析Ⅰについては、「都市型市町村」に分類された市町村全てに DID 設定があったため、変数

X2 は分析に盛り込まなかった。また、分析Ⅲ－ⅱでは、変数 D1：急傾斜ダミーと変数 X3：

市町村別 平均傾斜との相関を避けるため、X3を入れず D1のみを入れて分析を行った。 

 

 

第 3 節 変数の選択及び検証仮説 

 

 被説明変数 

 放棄地面積率の対数値 

被説明変数には、市町村別の放棄地面積率の対数値を採用した。単位は ha である。

農水省「作物統計」では耕地面積が集計されており、センサスでは総農家の放棄地面積

が集計されている。本稿では、市町村における放棄地面積率を以下のように算定し変数

に用いる。その際、変数間の当てはまりを考慮して対数値とした。 

 

 放棄地面積率＝放棄地面積／耕地面積28 

 

 

 説明変数 

説明変数には、先行研究を参考に、政策的にアプローチすることが比較的容易な変数

（以下、政策変数とする）、政策的にアプローチすることが比較的困難で改善に長期間を

有する変数（以下、準政策変数とする）、地理的条件などに関する変数（以下、コント

ロール変数とする）を用いた。 

   

                                                 
28農水省「世界農林業センサス」、「農林業センサス」においては放棄地率を総農家の放棄地面積／総農家の放棄地面

積＋経営耕地面積としているが、本稿では、総農家に算定されない土地持ち非農家の存在を考慮し、放棄地面積率＝放

棄地面積／耕地面積として分析を行うこととした。土地持ち非農家とは、農家以外で耕地及び耕作放棄地を 5a 以上所

有している世帯をいう。（農水省 HP） 
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【政策変数・「担い手」に関する変数】 

 全経営体数に占める認定農業者率（仮説：正の影響を与える） 

この変数は、「担い手」である認定農業者が市町村内の全農業経営体に占める割

合を表す変数である。本稿では、認定農業者数を表す変数として認定農業者の認定

要件である、経営改善計画の認定数を用いた29。数値は以下のように算定した。「担

い手」である認定農業者は、市町村からその効率的経営の認定を受けた営農主体で

あり、市町村から経営規模拡大のための土地の借り入れに対し支援を受けること

ができる。しかしながら、後継者がいない場合、離農時に土地を移転する先が担保

されていないこと、経営規模拡大を図る際に集落内の土地所有者と合意形成が図

れずミスマッチが起こる場合があることから、本変数の値が高くなるほど放棄地

面積率が高くなると考えられる。 

 

 全経営体に占める認定農業者率 

 ＝経営改善計画提出数（件）／全農業経営体数（経営体） 

 

 

 全農業集落に占める集落営農率（仮説：負の影響を与える） 

この変数は、「担い手」である集落営農が市町村内の全農業集落に占める割合を

表す変数である。2005 年時点のデータの制約上、本稿では本指標を集落営農が存在す

る農業集落の割合として近似的に用いる30。数値は以下のように計算した。現状分析で

は、「担い手」である集落営農は、地域ごとに共同で営農を行うことにより土地管

理秩序を有するため、放棄地発生予防に有効である可能性が示唆された。したがっ

て、本変数の値が高くなるほど、放棄地面積率が低くなると考えられる。 

 

     全農業集落に占める集落営農率 

     ＝集落営農数（集落営農）／全農業集落（農業集落） 

 

                                                 
29農水省近畿農政局への聞き取り調査では、経営改善計画の認定数と認定農業者数はほぼ同値であるとの回答を得てい

る。 
30厳密には複数の農業集落にまたがる集落営農も存在するが、農水省「平成 22 年集落営農実態調査」によれば全国の

集落営農の 75％はひとつの農業集落で構成されているため、本稿では集落営農が存在する農業集落の割合として本指

標を近似的に用いることとした。 
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 （全経営体数に占める認定農業者率）×（全農業集落に占める集落営農率）（仮説：

負の影響を与える） 

この変数は、各市町村において「担い手」である認定農業者と、同じく「担い手」

である集落営農が共に存在する状況を考慮するために採用したものである。認定農

業者は積極的な規模拡大を図り、集落営農は地域ごとの土地管理秩序を有する。認

定農業者が集落営農と同時に存在する場合には地域の土地管理秩序に認定農業者

が関わりやすくなると考えられ、その秩序に沿った形での土地利用を行い得る。よ

って、認定農業者と集落営農が共に存在する場合は、放棄地発生を予防すると考え

られる。以上より、本変数は放棄地発生に負の影響を与えると考えられる 

 

 

【政策変数・農地管理に関する変数】 

 休耕田面積率（仮説：正の影響を与える） 

     休耕田とは、災害や労働力不足、転作31などの理由で、過去１年間全く作付けし

なかったが、ここ数年の間に再び耕作する意思のある田のことである。この変数は、

災害や労働力不足、転作などの理由で、過去１年間全く作付けしなかったたが、こ

こ数年の間に再び耕作する意思のある田が、全経営耕地のうち田耕地面積に占める

割合を表す変数である32。作付けをやめた土地は将来の放棄地発生を誘発すると考

えられることから、変数は放棄地発生に正の影響を与えると考えられる。 

     

    休耕田面積率 

    ＝過去 1 年間何も作付しなかった田面積（ha）／全経営耕地の田面積（ha） 

 

 

 

 

                                                 
31従来から栽培している作物の種類を、他に転換することを言う。 
32休耕田面積率を表す指標として、全田耕地に占める全休耕田面積を用いることも考慮したが、自給的農家の土地利用

は一定でなく、また、自給的農家の土地利用状況を調査したデータが存在しないため、本稿では経営耕地内での休耕田

面積を指標として用いた。 
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 （急傾斜ダミー）×（休耕田面積率）（仮説：負の影響を与える） 

     急傾斜地の市町村で休耕田が全経営耕地のうち田耕地面積に占める割合を表す

変数である。現状分析、先行研究より、急傾斜農村地域では放棄地の発生要因であ

る耕作者の不在と土地条件の不利を解消する政策を実施することが困難である。

そのため、例外的に農地を保全する手段として休耕田が用いられる。このような背

景から、本変数は放棄地面積率に負の影響を与えると考えられる。急傾斜ダミーに

ついては後述する。 

 

 

  【準政策変数・生産基盤に関する変数】 

 都道府県ごとの水田整備状況（仮説：負の影響を与える） 

この変数は、30a 以上に区画整備された水田の都道府県ごとの整備状況を表す変

数である。現状分析、先行研究からも圃場整備により整備された田では、営農を継

続しやすい環境になることから放棄地の発生に負の影響を与えると考えられる。

本変数の値が高くなるほど放棄地面積率が低くなると考えられる。この変数に関

しては、データの制約上、農水省より公表されている都道府県単位のデータを用い

た。また、2005 年度末の水田整備率33の公表が 25％未満、25％～45％、45％～

55％、55％～75％、75％以上と区分されていたため、各階級の平均を代表値とし

た。本変数は、2005 年度末の水田整備状況の分類をもとに作成した。変数は以下

である。 

 

都道府県ごとの水田整備率…25％未満：12.5％、25％～45％：35％、45％～55％

50％、55％～75％：65％、75％以上：87.5％ 

 

 

 

 

 

                                                 
33区画整理・農道の整備・用排水施設の整備・暗渠排水の整備されている度合を表す。 
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  【準政策変数・農業構造に関する変数】 

 自給的農家率（仮説：正の影響を与える） 

この変数は、全農家に占める自給的農家34の割合を表す変数である。自給的農家

と販売農家の比率が放棄地発生に影響を与えている可能性があるため、先行研究

を参考に、本変数を採用した。自給的農家は販売を行わないため、将来にわたる計

画的な営農をしない場合が多いことから、放棄地発生に正の影響を与えると考え

られる。 

 

自給的農家率＝自給的農家数（戸）／総農家数（戸） 

 

 

 主業農家率（仮説：負の影響を与える） 

この変数は、農業に主に従事する農家の割合が放棄地発生に影響を与えている

可能性があるため、先行研究を参考に、本変数を採用した。農業で主に生計を立て

ていることから、農地を放棄することが考えにくく、放棄地発生に負の影響を与え

ると考えられる。 

 

主業農家率＝主業農家数（戸）／販売農家数（戸） 

 

 

 65 歳以上農業者率（仮説：正の影響を与える） 

この変数は市町村別の農業従事者全体に占める 65歳以上の農業従事者の割合を

表す変数である。農業従事者の高齢化が放棄地発生に影響を与えている可能性が

あるため、先行研究を参考に、本変数を採用した。高齢化に伴い農地を手放すこと

が多く、放棄地発生に正の影響を与えると考えられる。 

 

 65 歳以上農業従事者率＝65 歳以上農業従事者数（人）／全農業従事者数（人） 

 

                                                 
3412 ページ参照。 
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【コントロール変数・地理的条件などに関する変数】 

 水田率（仮説：負の影響を与える） 

この変数は、市町村別の全耕地面積に占める水田の面積の割合を表す変数であ

り、先行研究を参考に採用した。農地の用途によって放棄地発生状況に差異が生じ

る可能性があるため、本変数を採用した。対象市町村は水田率が高く、稲作に適し

た環境であることから水田率が高いほうが営農を継続しやすいと考えられるた

め、水田率は放棄地発生に負の影響を与えると考えられる。 

 

 水田率＝田耕地面積（㎢）／耕地面積（㎢） 

 

 

 DID 設定市町村までの時間距離 

この変数は、先行研究を参考に農水省「農山漁村地域活性化要因調査報告書－平

成 3 年 12 月調査」のデータを用いた。現状分析で述べたとおり、都市へのアクセ

スの便によって生産状況に違いが生じ、放棄地発生状況に差異が生じる可能性が

ある。その影響を考慮するため、本変数を採用した。本稿では、上記調査の結果を

変数として用いた。変数は以下のとおりである。 

 

DID の設定がある「1」、DID の設定がない（最寄りの DID 設定市町村までの所

要時間…30分未満「2」、30 分～1 時間「3」、1 時間～1 時間半「4」、1 時間以上

「5」。 

 

 

 平均傾斜（仮説：正の影響を与える） 

 この変数は、市町村別の全体面積の傾斜の平均値である。単位は度である。農地

の地理的要因によって放棄地発生状況に差異が生じる可能性があるため、先行研

究を参考に、本変数を採用した。農水省「耕作放棄に関する意向調査（平成 21 年）」

にもあるように急傾斜による条件不利は放棄地の発生要因になっていると考えら

れるため、本変数は放棄地発生に正の影響を与えると考えられる。 
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 人口密度（仮説：負の影響を与える） 

 この変数は、市町村別の 1 ㎢あたりの人口密度を示す変数である。単位は人／

㎢である。面積当たりの人口が多いほど土地への需要が高まるため、本変数は放棄

地発生に負の影響を与えると考えられる。 

     

    人口密度（人／㎢）＝人口（人）÷面積（㎢） 

 

 

 急傾斜ダミー（仮説：正の影響を与える） 

 この変数は、市町村別の全体面積の傾斜の平均値が 15 度以上であることを表す

ダミー変数である。傾斜の平均値が 15 度以上である市町村（以下、急傾斜市町村

と呼ぶ）では、それ以外の地域に比べ地理的な条件が不利となるため、本変数は放

棄地発生に正の影響を与えると考えられる。この変数は、市町村別の全体面積の傾

斜の平均値が 15 度以上であれば 1、それ以外は 0 とした。 

 

 

 地域ダミー 

 この変数は、それぞれの地域の気候や風土などによって、放棄地発生状況に差異

が生じる可能性があるため採用した。地域区分は、農水省全国農業地域区分35を参

考に、東北、近畿、中国、四国とした。 

 

 2010 年ダミー 

この変数は、2009 年の農地法の改正など、2005 年と 2010 年の法制度の違いに

よって放棄地発生状況に差異が生じる可能性があるため、本変数を採用した。この

変数は、2010 年は 1、それ以外は 0 とした。 

  

 

 

                                                 
35全国農業地域区分では、全国を北海道、東北、北陸、関東東山、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄の 9 地域に区

分している。 
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なお、政策に関する検証仮説をまとめると、以下のように整理される。 

 

1. 認定農業者は放棄地の発生に正の影響を与える。 

2. 集落営農は放棄地の発生に負の影響を与える。 

3. 認定農業者と集落営農が同時に存在する場合、放棄地の発生に負の影響を与える。 

4. 圃場整備は、放棄地の発生に負の影響を与える。 

5. 休耕田による保全管理は、急傾斜農村型市町村で放棄地の発生に負の影響を与え

る。 

 

また、変数の出所、基本統計量は表 4、表 5 のとおりである。 

 

表 4：変数の出所 

筆者作成  

 

変数

耕作放棄地率の対数値 農水省 作物統計、世界農林業センサス、農林業センサス

水田率 農水省 作物統計

DID設定市町村までの距離 農水省 農山漁村地域活性化要因調査報告書

平均傾斜
国土庁土地局国土調査課、

経済企画開発庁
「土地分類図」をもとに算出

急傾斜ダミー
国土庁土地局国土調査課、

経済企画開発庁
「土地分類図」をもとに筆者作成

人口密度 総務省統計局 国勢調査

自給的農家率 農水省 世界農林業センサス、農林業センサス

主業農家率 農水省 世界農林業センサス、農林業センサス

65歳以上農業従事者率 農水省 世界農林業センサス、農林業センサス

都道府県別水田整備状況 農水省 農水省HP

不作付け地率 農水省 世界農林業センサス、農林業センサス

全経営体に占める経営改善計画

認定件数

農水省東海農政局、

農水省中国農政局、
各都道府県

農水省東海農政局、農水省中国農政局、

各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

全農業集落に占める集落営農数 農水省 集落営農実態調査、農水省HP

出典
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表 5－ⅰ：分析Ⅰの基本統計量  

筆者作成 

 

表 5－ⅱ：分析Ⅱの基本統計量 

筆者作成 
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表 5－ⅲ：分析Ⅲの基本統計量 

筆者作成 

 

表 5－ⅳ：全体の基本統計量 

                                筆者作成 
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第 4 節 推定結果 

 

推定結果は以下のとおりである。 

 

表 6： 推定結果 

筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

分析Ⅰ 分析Ⅱ 分析Ⅲ-ⅰ 分析Ⅲ-ⅱ 分析Ⅳ

変量効果モデル 変量効果モデル 変量効果モデル 変量効果モデル 変量効果モデル

係数 係数 係数 係数 係数

全経営体に占める認定農業者数 -0.6561 0.4845 0.7069 * 0.6435 * 0.2606
( 0.5810 ) ( 0.5048 ) ( 0.3906 ) ( 0.3790 ) ( 0.3069 )

全農業集落に占める集落営農数 -2.1865 *** -0.6966 *** -0.6671 *** -0.7119 *** -1.0722 ***
( 0.5893 ) ( 0.2665 ) ( 0.2305 ) ( 0.2214 ) ( 0.1716 )

7.6095 -5.6088 *** -1.7145 * -1.5419 -0.6434
( 5.6266 ) ( 1.9671 ) ( 0.9801 ) ( 0.9513 ) ( 0.7795 )

水田整備率 -0.0069 ** -0.0019 -0.0030 -0.0045 -0.0048 ***
( 0.0033 ) ( 0.0027 ) ( 0.0036 ) ( 0.0035 ) ( 0.0018 )

不作付け田面積率 -0.2090 1.0814 -0.4575 4.7577 *** -0.1057
( 0.1761 ) ( 0.6589 ) ( 0.7393 ) ( 1.5724 ) ( 0.2062 )

-6.3710 ***
( 1.7348 )

水田率 -0.2275 -2.6007 *** -2.7964 *** -2.9360 *** -1.7365 ***
( 0.5539 ) ( 0.6772 ) ( 0.6022 ) ( 0.5731 ) ( 0.3972 )

DID設定市町村からの時間距離 -0.1943 ** 0.0994 0.0962 -0.0347
( 0.0820 ) ( 0.0851 ) ( 0.0800 ) ( 0.0315 )

平均傾斜 0.0098 0.0177 ** 0.0070 0.0219 ***
( 0.0073 ) ( 0.0074 ) ( 0.0082 ) ( 0.0041 )

急傾斜地ダミー 0.7326 ***
( 0.1981 )

人口密度 -0.0001 * -0.0003 -0.0004 -0.0002 0.0000
( 0.0000 ) ( 0.0002 ) ( 0.0003 ) ( 0.0002 ) ( 0.0000 )

自給的農家率 -0.0872 2.7920 *** 1.9008 *** 1.8899 *** 0.8138 ***
( 0.1691 ) ( 0.4180 ) ( 0.4510 ) ( 0.4148 ) ( 0.1660 )

主業農家率 -0.2027 0.0880 0.0068 0.0052 -0.0265
( 0.3019 ) ( 0.3918 ) ( 0.0858 ) ( 0.0834 ) ( 0.1175 )

65歳以上農業従事者率 -0.1666 -0.4238 * -0.4811 -0.5472 * -0.2345
( 0.3460 ) ( 0.2360 ) ( 0.3308 ) ( 0.3193 ) ( 0.1691 )

東北ダミー 0.4532 * 0.1216 0.1431 0.1715 0.1077
( 0.2695 ) ( 0.1677 ) ( 0.2179 ) ( 0.2056 ) ( 0.1181 )

近畿ダミー 0.1925 -0.2841 0.2869 0.3214 -0.0621
( 0.1827 ) ( 0.1821 ) ( 0.2323 ) ( 0.2211 ) ( 0.1102 )

中国ダミー 1.1723 *** 0.2965 * 0.0755 0.0910 0.4258 ***
( 0.2452 ) ( 0.1584 ) ( 0.1697 ) ( 0.1610 ) ( 0.1052 )

2010年ダミー 0.0936 ** -0.0201 0.0084 0.0294 0.0412
( 0.0446 ) ( 0.0443 ) ( 0.0355 ) ( 0.0348 ) ( 0.0261 )

切片 -2.0351 *** -0.8879 -0.6841 -0.9411 * -1.2152 ***
( 0.5236 ) ( 0.6878 ) ( 0.6173 ) ( 0.5665 ) ( 0.3782 )

R-square 0.5525 0.7139 0.4907 0.5612 0.5649

Brecusch and Pagan Test
chibar2(01)
=    36.86

***
chibar2(01)
=    49.81

***
chibar2(01)
=    41.37

***
chibar2(01)
=    42.82

***
chibar2(01)
=   126.87

***

標本数 158 288 154 154 600

1)*,**,***はそれぞれ有意水準1%,5％,10％で帰無仮説を棄却し、統計的に有意であることを示す。

2)係数の()は標準誤差を示している。

放棄地面積率の対数値

分析モデル

（全経営体に占める認定農業者数）×

（全農業集落に占める集落営農数）

（不作付け田面積率）×

（急傾斜地ダミー）
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第 5 節 結果の解釈 

 

 

第 1 項 「担い手」に関する変数 

 

・全農業集落に占める集落営農率が全ての分析において負に有意 

・（全経営体に占める認定農業者率）×（全農業集落に占める集落営農率）の交差項が 

都市近郊市町村と農村型市町村の分析で負に有意、都市型市町村の分析で有意でない 

以上より、仮説のとおり集落単位の土地管理秩序を有する集落営農と、集落営農と何ら

かの関わりを有する認定農業者といった、集落単位の土地利用秩序を有する「担い手」は

放棄地の発生を予防すると考えられる。また、分析Ⅱ－ⅰ（都市型市町村）で経営体に占

める認定農業者数・全農業集落に占める集落営農数の交差項が有意な結果とならなかった

のは、まとまった土地が確保しにくい都市型市町村では稲作など土地利用型農業の認定農

業者の数が少ないためであると考えられる。 

 

・全経営体に占める認定農業者率は農村型市町村の分析で正に有意 

これは、農村部では、農地のまとまりなど営農条件が整っており、認定農業者の割合が

大きいため、認定農業者の放棄地発生に与える影響が強く表れたからだと考えられる。 

 

 

第 2 項 農地管理に関する変数 

 

・休耕田面積率が都市近郊市町村、緩傾斜農村型市町村で正に有意 

・休耕田面積率が都市型市町村で有意でない 

都市近郊市町村、緩傾斜農村型市町村で正に有意となったのは、休耕田として管理して

も将来にわたって適切に耕作を続けられずそのまま放棄地化しているためだと考えられ

る。都市型市町村で有意な結果とならなかったのは、都市型市町村では土地への需要が高

く、不作付け地が農地に戻される、転用されることを通じて解消されるためだと考えられ

る。 
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・休耕田面積率が急傾斜農村型市町村では負に有意 

急傾斜農村型市町村では、都市から離れて就業機会が限られるうえ急傾斜という条件不

利から、労働力不足に悩まされている。したがって、作付けより少ない労働力で耕地を管

理できる休耕田の形での管理が放棄地の発生予防に有効であることを示していると考えら

れる。 

 

 

第 3 項 生産基盤に関する変数 

 

・水田整備率は都市型市町村でのみ負に有意 

全ての分析で有意な結果とならなかったのは、水田整備状況の変化には多くの年月を要

し、分析の対象となる 5 年間での変化は少なかったためだと考えられる。そのような中で

も都市型市町村でのみ有意な結果となったのは、都市型市町村では基盤整備事業の実施除

外地域となる都市計画法上の市街化区域36に分類される耕地が多いことから、水田整備の

効果が特に強く表れたためだと考えられる。 

 

 

第 4 項 その他の変数 

  

その他のコントロール変数、準政策変数に関しては、全体的な傾向を述べる。 

水田率は全ての分析で負に有意となった。これは、対象市町村は水田率が高く、稲作に

適した環境であることから水田率が高いほうが営農を継続しやすいと考えられるためであ

る。 

人口密度は、都市型市町村で負に有意となったが、これは都市型市町村の中でも人口が

集中している地区は、市街地となる場合が多いためであると考えられる。 

主業農家率は、主業農家の中でも農家ごとに経営状態が異なるため、有意な結果を得ら

れなかったと考える。 

                                                 
36すでに市街地を形成している区域、及びおおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域を指す。 
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都市型市町村を除いて自給的農家が正に有意な結果となった。自給的農家は販売を行わ

ないため、将来にわたる計画的な営農をしない場合が多いことから、放棄地発生に正の影

響を与えると考えられる。 

分析Ⅲで 65 歳以上農業従事者率が負に有意になったのは、他産業からの退職後に新た

に農業を始める場合があるためだと考えられる。 

  

 

第 5 項 検証仮説と分析結果との照合 

 

以上をもとに、検証仮説と分析結果を照合する（表 7 参照）。 

 

表 7：検証仮説と分析結果の照合 

                                    筆者作成 

 

 

第 6 節 事例研究Ⅰ 都市型市町村での圃場整備実施の課題 

 

農水省は、優良農地の確保を目的とし圃場整備の実施を進めている。圃場整備の実施は農

用地に限られており、現行の農用地への指定要件は 10ha 以上のまとまりのある農地となっ

ている。また、圃場整備の実施対象は、農用地の中でも受益面積 20ha 以上の農地に限られ

る。 
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都市型市町村において、水田整備率は放棄地の発生予防に効果があることが分かった。大

阪府は、分析対象市町村の大半が都市型市町村であり、大阪府みどり公社への聞き取り調査

で、圃場整備により整備された農地では、「担い手」への貸借が進みやすいとの回答を得た。

また、本稿の分析でも、都市型市町村において放棄地発生の予防に直接的な影響を与えるこ

とがわかった。 

しかしながら、都市型市町村は現在圃場整備を実施するための面積要件を満たしにくい

土地条件である。圃場整備の対象は制度上農用地に限られてしまうため、都市型市町村に多

い市街化区域内農地には適用ができない。大阪府箕面市37みどりまちづくり部への聞き取り

調査では、現行の農用地への指定要件は面積要件が厳しく市内に基準を満たす農地が存在

しないため、農用地を指定することは困難との回答を得た。また、農用地が少ないことに加

え、都市型市町村では圃場整備の受益面積要件を満たす農用地も少ない。このことは、大阪

府環境農林水産部への聞き取り調査でも示唆された。 

このような現状から大阪府では、府の単独事業として、1984 年から農用地外の農地に対

し 2ha 程度38のまとまりがある農地を「一定の要件を満たし、今後とも農業振興を図ること

が適当であると認められる集団的な優良農地」である都市緑農区として指定し、府独自に圃

場整備を優先的に行っていた。しかしながら、現在では当事業は廃止され、後継事業として

行われる整備事業39でも水路や農道の整備例はあるものの、圃場整備の実施例はない。 

そこで、本稿では都市型市町村への圃場整備実施が可能かどうかを検討する。その際、過

去に独自事業として圃場整備を行っていた大阪府の都市緑農区事業を参考に、都市型市町

村への圃場整備実施課題と対策を事例研究として検討する。 

 我々は、都市緑農区事業の廃止理由と課題について、大阪府にヒアリング調査を行ったと

ころ、2 点の課題があげられた。１点目は、都市緑農区は農用地のように独自の転用規制が

なく、営農継続誓約書程度にとどまっていたため、農地の相続時に自由な処分を規制するこ

とができなかった点である。2 点目は、国からの補助がなくなり府単独で取り組むことが財

政的に難しくなった点である。 

                                                 
37本稿での地域類型では、都市型市町村に分類される。 
38特定市の市街化区域では 1ha、それ以外の地域では 2ha が面積要件となっていた。 
39農空間保全地域制度、生産緑地及び、農業振興地内の農用地以外の農地で 5ha 以上のまとまりがある農地を農空間と

位置付けその保全に支援を行っている。 



ISFJ2015 最終論文 

 

44 

 

以上より、都市型市町村において圃場整備を行う際の課題としては、転用規制により継続

した営農を確保する点、都道府県が単独事業として取り組むことが財源面で難しい点の 2点

を解決することが課題と言える。 

 

 

第 7 節 事例研究Ⅱ 認定農業者と集落営農の協力の必要性 

 

 分析において、認定農業者と集落営農が同時に存在する状況では放棄地の発生が予防さ

れやすいことがわかった。これは、認定農業者が地域の土地管理秩序に関わりやすくなるた

めであると考えられる。 

一方で、両者が共に存在する状況では、「貸しはがし」により、新たに実施された集落営

農が認定農業者の経営を妨げる事例が報告されている。「貸しはがし」とは、規模拡大を図

ってきた認定農業者などに対して、集落営農が農地の受託契約や貸借契約を一方的に解除

することである。「貸しはがし」が発生する背景には、認定農業者制度が 1993 年に創設さ

れたのに対し、集落営農が「担い手」として国の支援対象となったのは 2002 年からであり、

認定農業者などがすでに規模拡大を図ってきている地域において、後から集落営農が実施

される場合が多いことがある。 

文献調査によると、岩手県北上市の認定農業者が、新たに設立された集落営農から、翌年

に突如集落営農に参加する農家との受託作業契約の更新を行わないことを通告され、約

25ha の経営面積のうち、3 分の 1 近くを失うことになり、岩手県が「貸しはがし」として

認定したという事例が報告されている。 

国は、認定農業者と集落営農組織が存在する地域では、農家の意向を踏まえながら地域で

十分な話し合いを持つことが重要としている。認定農業者と集落営農がともに存在する滋

賀県農政水産部への聞き取り調査でも、認定農業者は地域との良好な関係なしには発展で

きない、との回答を得た。 

以上より、認定農業者と集落営農が同時に存在する状況では放棄地の発生が予防されや

すいことがわかったが、両者の関係が良好でないと「貸しはがし」により認定農業者の発展

を妨げるおそれがある。したがって、話し合いをもととした協力関係を築くことが必要不可

欠であると言える。 
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第 4 章 政策提言 

 

第 1 節 政策提言の方向性 

 

前章では、市町村別のパネルデータを用いて放棄地の発生を予防させる要因について土

地条件別に分析を行い、「担い手」をはじめとした政策を変数として取り入れることでその

効果検証を行った。表 8 のように、分析結果より、各土地条件において、以下の要因が放棄

地発生予防に有効であることが明らかとなった。 

 

表 8：放棄地発生予防に有効な要因 

筆者作成 

 

この結果を踏まえ、農水省の方針である「強い農業」のための「担い手」への支援とい

う要請を維持したうえで、放棄地の発生を予防した「美しく活力ある農村」を実現するた

めに、土地条件ごとに政策提言を行う。具体的には、表 8 のように以下の 4 つの政策提言

を行う。 
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表 9：分析結果と政策提言の相関 

筆者作成 

 

 また、政策提言は土地条件ごとに行うため、それぞれの地域類型で整理すると、図 10

のようになる。 

 

図 10：地域類型と政策提言の相関 

                                                                       筆者作成 

 

 

第 2 節 政策提言 

 

第 1 項 政策提言Ⅰ 集落営農実施支援への人・農地プランの活用 

 

  対象地域：都市型市町村、都市近郊市町村、農村型市町村 

  実施主体：都道府県、国 
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 概要と政策を行う理由 

 集落営農は地域での土地管理秩序を有するため、放棄地発生の予防に有効と考えら

れ、本稿の分析においてもその有効性が明らかとなった。更に、集落営農の実施は、機

械の共同利用や農作業の協力による農業経営の効率化で得られる短期的なメリット、

農業後継者のいない個人が離農しても集落営農による土地利用が継続されるという地

域での長期的なメリット、集落営農の実施を契機として、将来的に都道府県などが現在

実施している政策での継続的な支援対象になることができるという所得面での長期的

なメリットがある。 

しかしながら、このように多くのメリットがあるにもかかわらず、「平成 22 年集落

営農実態調査」によると、集落営農の実施は全国の農業集落数 13 万 9176 に対し 1 万

3577 にとどまっている。 

我々は、滋賀県40農政水産部へ、集落営農の実施支援の際の課題について聞き取り調

査を行った。その結果、集落営農設立支援の際は「個人で耕作することを希望する小規

模農家に対し集落で協力して耕作することのメリットを理解してもらう」ことが最大

の課題との回答を得た。 

そこで本稿では、現在集落営農を実施していない地域に対して実施を推進するため

に、集落営農のメリットの啓発を積極的に行うことを目的とし、滋賀県を参考に集落営

農の実施支援を行うために、都道府県に対し、以下の政策を国の協力の下、行うことを

提言する。 

 

 政策の内容と期待される効果 

本稿では、地域の農業者が一堂に会することになる、人・農地プラン策定・更新の話

し合いの機会を、集落営農の啓発に用いることを提言する。人・農地プランは、地域が

抱える「人と農地の問題解決」のため、地域での話し合いにより、作成あるいは更新さ

れる計画のことである。現在、人・農地プランでは、話し合いでの質問項目に将来の集

落の土地利用の方針のひとつとして集落営農が挙げられているにすぎない。 

本稿では、人・農地プランの話し合いにおいて集落営農の啓発活動を行うことを提言

する。話し合いの前には、集落営農のメリットを啓発するパンフレットなどを事前に配

                                                 
40滋賀県では、1989 年より職員の集落への派遣など、集落営農の実施支援を行い、「平成 26 年度農林水産省集落営農

実態調査」によると、集落営農数が全国 2 位となっている。 
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布して啓発を行う。また、話し合いでは、質問項目に集落営農に関する質問を盛り込む

ことで、地域で集落営農についての議論と理解を深めてもらうきっかけを設ける。 

質問項目は、具体的には、集落営農実施の有無、今後実施する必要性の有無とその理

由、実施する場合に考えられる課題を想定する。集落営農実施の課題についても併せて

質問項目に加えたのは、都道府県などが具体的な支援策を考える契機ともなると考え

られるためである。 

集落営農が実施されるか否かはその地域の人々の意思が尊重されるべきであるのは

言うまでもないが、集落営農のメリットの周知により、現在集落営農の取り組みがない

地域でも集落営農への関心と理解が深まり、集落営農の実施促進に寄与すると考えら

れる。 

 

 実現可能性と新規性 

 この提言では既存の人・農地プランの枠組みを利用するため、実現性が高いと言え

る。また、集落の農業者が集まる人・農地プラン策定の話し合いを利用するため、啓発

を個人個人に対して行う手間がかからず、効率的であると言える。パンフレットの作成

は、各都道府県の「担い手」支援を担当する課が行うこととする。また、質問項目の変

更は、人・農地プランの制度設計を行う農水省が行う。 

本提言の新規性は、人・農地プランを集落営農の啓発の機会として用いることであ

る。 

 

 

第 2 項 政策提言Ⅱ 圃場整備、農用地指定の面積要件の緩和 

   

対象地域：都市型市町村 

  実施主体：国、市町村 

 

 概要と政策を行う理由 

事例研究から、都市型市町村で、現在農用地の面積要件を満たさない農地に対し、圃

場整備を実施するにあたり、転用を規制し継続した営農を確保すること、都道府県が単

独事業として取り組むことの難しさを解決することが必要とされる。そこで、本稿では
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それぞれの課題について、以下の 2 つの方法で実施することで解決を図り、国及び市

町村に対し以下の 2 つの提言を行うこととする。 

 

ⅰ【都市型市町村における農用地指定、圃場整備の面積要件の緩和】（実施主体：国） 

ⅱ【積極的な農用地指定】（実施主体：市町村） 

 

ⅰ【都市型市町村における農用地指定、圃場整備の面積要件の緩和】 

 政策の内容と期待される効果 

本稿では国に対し、都市型市町村において農用地指定ならびに圃場整備の対象とな

る土地の面積要件の緩和を提言する。 

前述のとおり、都市型市町村では農地が散在し、農用地指定と圃場整備の対象とな

る、まとまった面積は確保しにくい状況である。加えて、事例研究Ⅰより都道府県が単

独で圃場整備に取り組むことは財政面で難しいと分かった。 

そこで本稿では、都市型市町村において、国による支援の対象となる農用地への指定

の面積要件の緩和により、都市型市町村の実情に合わせた形で農地の保全をはかるこ

と、また農用地への指定による継続した営農の担保を前提とし、圃場整備の面積要件を

緩和することを提言する。緩和の程度としては、都市緑農区事業の後継事業であり、都

市において保全すべき農地を定める大阪府農空間保全地域制度を参考に、面積要件を

5ha 程度41とする。また圃場整備においても農用地の緩和と整合性をとるため、同程度

とすることを想定する（表 10 参照）。 

 

表 10：現行の面積要件と提言Ⅱにおける面積要件の比較 

筆者作成 

                                                 
41 農空間地域制度では、農空間として、生産緑地、市街化調整区域内農地の 5ha 以上のまとまりをもつ農地、農用地

を指定している。生産緑地は、所有者自らが耕作することが前提となるうえ、農区間全体に占める割合も小さいため、

本稿では「担い手」などへの貸借が可能となる市街化調整区域内農地の 5ha 以上のまとまりをもつ農地に注目した。 
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圃場整備は受益者負担が原則であり、実施の有無は地域の人々の意思が尊重される

べきであるのは言うまでもないが、現在圃場整備の支援の対象外とされる地域を多く

抱える、都市型市町村の実情に合った形で圃場整備を選択可能にすることで、営農の継

続が図られ放棄地の発生が予防されると考える。 

 

 実現可能性と新規性 

   財源としては、現行の圃場整備と同じ枠組みを想定している。 

面積要件を緩和することに関しては、圃場整備の対象を農用地に指定された農地に

限ることで実現可能と考えられる。農用地は、転用が厳しく制限されるため、将来にわ

たっても営農による農地の確保と、放棄地発生に伴う外部不経済の予防が行われると

考えられる。これは、優良農地を確保し、農地の継続的な利用を望む農水省の方針とも

合致する。 

都市型市町村のみに例外的な緩和を行うことに関しては、都市農業に対し特別の保

全を求める近年の法制度から実現可能であると考えられる。従来では他地域に比べ規

模が小さい都市農業は全国的な農業政策の対象外とされてきた。しかし、2014 年に成

立した「都市農業振興基本法」では、都市の農地に対しても保全と振興が要請されるよ

うになった。そのため、本提言は最新の法制度とも整合的である。 

また、本提言の新規性は、従来は農水省による支援の対象外とされた都市型市町村の

農地に対して政策を行うことである。 

 

ⅱ【積極的な農用地指定】 

 政策の内容と期待される効果 

都市型市町村でも継続的に農業を行うことができるよう、本稿では農用地への指定

権限を持つ市町村に対し、前述した、国による農用地指定の面積要件緩和を受け、集落

営農を行う意向のある集落に対して積極的に農用地指定を行うことを提言する。更に、

農用地では転用が厳しく制限されるため、後述する圃場整備後の転用も防ぐことがで

き、都市緑農区事業で課題とされた転用規制による営農の継続も解決される。 

政策の効果としては、圃場整備を実施する土壌を整えることができるとともに、現在

農用地に指定できない農地を農水省の支援対象とすることで、将来にわたっても都市

型市町村の農地が保全され、放棄地の発生を予防できる点である。 
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また、付随的な効果として農用地への指定は「担い手」への支援の要件ともなるため、

地域の農業者が「担い手」となる、または「担い手」に貸借を行うなど、「担い手」の

育成も進む可能性があると考えられる。 

 

 実現可能性と新規性 

 農用地の面積要件を緩和することにより、都市部において土地規制をより柔軟に行

うことが可能になるため、農用地の指定による都市計画上の制限が軽減されると考え

られ、実現可能性が高いと言える。 

本提言の新規性は、提言Ⅱ―ⅰと同様に、従来農水省による政策の対象外とされた都

市型市町村の農地に対して積極的に政策を行うことが可能になることである。 

 

 

第 3 項 政策提言Ⅲ 認定農業者の認定要件（市町村基本構想）の

改定  

 

  対象地域：都市近郊市町村、農村型市町村 

  実施主体：市町村 

 

 概要と政策を行う理由 

分析の結果、都市近郊市町村と農村型市町村では、地域内に認定農業者が集落営農と

同時に存在する状況が放棄地発生予防に有効であると明らかになった。加えて、事例分

析Ⅱより、地域内に認定農業者が集落営農と同時に存在する状況では、両者の協力が必

要不可欠であることが分かっている。 

また、現在、集落営農が存在しない地域においても、提言Ⅰにより、集落営農が実施

される可能性がある。そのため、現在集落営農の実施がない地域の認定農業者も、地域

の経営体と協力関係を築いておく必要があり、本提言は提言Ⅰとセットで実施される

べきであると考えられる。 

そこで本稿では、認定農業者の認定の要件となる、市町村基本構想の策定基準を改正

し、農業集落内の他の経営体との関わりを担保することで、両者の交渉の機会を作るこ
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とを提言する。具体的には、認定農業者の認定要件を決定する市町村に対し以下の提言

を行う。 

 

 政策の内容と期待される効果 

 認定農業者は認定時に市町村に対して経営改善計画を提出するが、その基準となる

市町村基本構想において、認定農業者が人・農地プランの話し合いに参加し、地域の中

心となる経営体となること、地域内の他の経営体と地域の土地管理に関する話し合い

を行うことの 2 点を盛り込むことを提言する。話し合いの機会としては、人・農地プラ

ンの見直し時を想定している。人・農地プランは、現状分析で述べたとおり地域の人と

農地の問題を話し合うこととされており、その内容は毎年見直されることが望まれて

いるが、図 11 によると、人・農地プラン作成に至った集落のうち、今後の話し合いの

予定はないと答えた集落は 35％に上る。 

 

図 11：農業者に対するアンケート調査 

農水省「人・農地プランの今後の進め方について」より筆者作成 

 

そこで、人・農地プランの話し合いへの参加を認定農業者の認定要件にすることで、

認定農業者が地域の土地管理に関する話し合いに積極的になり、定期的な話し合いの

機会がもたれるようになると考えられる。これにより認定農業者を地域の土地管理秩

序に組み込むことができる。 

 この政策により、集落内の集団的な土地管理秩序に認定農業者を組み込むことで、集

落内の離農者と規模拡大を図る認定農業者との調整を図る機能や、認定農業者が離農
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する際の土地の引き受け手としての集落営農の機能が担保され、地域全体として放棄

地の発生が予防されると考えられる。 

 実現可能性と新規性 

 まず、認定農業者が人・農地プランの中心経営体であることを認定要件とすることに

関しては、農水省はパブリックコメント42において、「地域の中で合意を得ている者を

認定農業者としていくことが重要」、「中心経営体は今後の地域を支えていく農業者と

なっていく必要があることから、認定農業者として位置付け」ていくことが重要として

両制度の整合性を図っていく方針であるため、本提言は農水省の見解と合致する。市町

村基本構想は、地域の実情に合わせ変更することが可能になっている。現状では、営農

主体の経営改善に関することに加え、土地利用に関する項目も存在するため、放棄地発

生予防を目的として、市町村の判断により地域単位での土地利用の話し合いへの参加

を要請することは可能であると考えられる。また、人・農地プランは毎年の見直しが予

定されていることから、制度の趣旨とも合致する。 

また、人・農地プランを活用した話し合いの有効性を示した例として、兵庫県佐用町

の福澤地区の例が挙げられる。福澤地区では、2012 年以降、人・農地プランの作成が

行われ、「担い手」への農地集積が積極的に進められた。人・農地プランにより中長期

ビジョンができたことで、人・農地プラン策定、見直しの話し合いなど、継続的な話し

合いが行われた。話し合いにより、集落における農業の「担い手」のあり方が明確にな

ったことが報告されており、放棄地発生の予防が促進されたと考えられる。このような

事例からも、人・農地プランを認定農業者と地域の積極的な話し合いの機会に利用する

ことは、実現可能であり、放棄地発生の予防のために有効であると言える。 

本提言は、現行の認定要件の変更であるため、費用面からの実現可能性も高いと言え

る。また、本提言は集落との話し合いの開催を定めるもので、認定農業者に強制的な集

落営農への参加を求めるものではないため、認定農業者の経営に対する自由な決定を

阻害するものではなく、認定農業者にとっても受容可能であると考えられる。 

本提言の新規性は、従来は別の枠組みで運用されていた認定農業者制度と、人・農地

プランをセットで運用することである。 

 

                                                 
42認定農業者が金利優遇を受ける際に中心経営体となることを新たに要件とする制度改正に対し、2011 年 3 月 30 日

（金）から 4 月 20 日に実施された、認定農業者制度の見直しに関する意見・情報の募集においての農水省回答であ

る。 
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第 4 項 政策提言Ⅳ 休耕田の将来的な活用を見据えた保全管理 

   

実施対象：中山間地域等直接支払制度対象地域  

  実施主体：国 

 

中山間地域等直接支払制度の対象となる地域では、現状分析で述べたとおり、都市から離

れているうえ、傾斜によって営農状況が著しく不利である。分析において、条件不利地であ

る急傾斜農村型市町村では、放棄地発生予防には不作付けによる休耕が有効であることが

明らかとなった。そこで、本稿では中山間地域等直接支払制度の要件を決定する国に対し中

山間地直接支払制度において休耕田による保全管理を継続的に行っていくことを提言す

る。 

急傾斜農村型市町村の分類は、市町村単位で条件不利地域を再定義するための区分であ

るため、提言の対象は中山間地域等直接支払制度の対象地域とする。 

休耕による保全管理は、農水省が有効であるとし、中山間地域等直接支払制度において実

施されている。分析からもその効果が明らかとなったため、有効であると言える。 

また、中山間地域等直接支払制度の対象地域は、土地条件が著しく不利であり、営農の継

続が困難であるため、休耕による管理が最善であり、効率的であると言える。 

 

 

第 3 節 政策提言のまとめ 

以上で述べたように、地域ごとの土地条件に合わせた形で政策が行われることで営農が

継続され、放棄地の発生が予防される。これによって、「強い農業」を目指す農水省の方針

を踏襲しつつ、放棄地の発生を予防し、放棄地による外部不経済のおそれがない「美しく活

力のある農村」を実現するという本稿のビジョンが達成されると考えられる。 

 以下、図 12、表 11 にそれぞれ全体のまとめと政策提言の概要を示す。 
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図 12：政策提言のまとめ 

筆者作成 
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表 11－i：政策提言の概要 

筆者作成 

 

表 11－ⅱ：政策提言の概要 

筆者作成 
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おわりに 
 

 

本稿では、放棄地の発生を予防し、放棄地による外部不経済のおそれがない地域社会の

実現を研究目的とし、「強い農業」を掲げる近年の農政の方針の下で期待されていた「担

い手」をはじめとした政策を対象とし、地域の土地条件に合った放棄地発生予防策を対象

に研究を進めた。研究では、聞き取り調査や文献調査により、現状の政策の課題の把握に

努めるととともに、「担い手」に関する変数を用い、地域ごとに放棄地の発生要因を明ら

かにするため分析を行った。その結果から、都市型市町村、急傾斜農村型市町村に代表さ

れる特殊な地域の土地条件に合わせた政策を提言した。 

しかし、農業への保護、とりわけ近年重要視される都市農業の振興策につき、農業的土

地利用のための土地規制については、適切な農地の連坦規模や都市における農地の経済的

価値など、本稿では考慮できなかった要因につき議論の余地がある。また、本稿では、デ

ータの制約上、2005 と 2010 のセンサスデータを用いたため、2010 以降の政策の具体的

な影響を考慮することができなかった。現在集計が行われている 2015 年の公開が待た

れ、今後の研究課題としたい。 

本稿の執筆にあたっては、聞き取り調査にご協力いただいた、滋賀県、大阪府、大阪府

箕面市、兵庫県新温泉町、大阪府みどり公社の皆さまには、多くの有益で貴重なご示唆を

頂いた。また、多くの府県をはじめ、近畿農政局、中国四国農政局の「担い手」支援担当

者にはデータの収集に協力していただいた。ここに記して感謝の意を表したい。 

我々の研究が、放棄地問題の解決の一助となり、この分野で一層活発な研究活動が行わ

れることを願い、本稿を締めくくる。 
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別添 1―ⅰ 

出典：農水省 HP 
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別添 1―ⅱ 

出典：農水省 HP 
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別添 2：地域類型 

 

（1）農水省農業地域類型区分 

 

表 12 

         農水省「農業地域類型区分について」より筆者作成 

 

（2）本稿における地域類型で区分した対象 300 市町村 

 

表 13：都市型市町村  

                                   筆者作成 
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表 14：都市近郊市町村 

筆者作成 

 

表 15：農村型市町村 

筆者作成 

 

表 16：農村型市町村のうち、急傾斜農村型市町村 

筆者作成 
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別添 3：広島県の代表的市町村における地域類型ごとの「担い手」の数の比較 

筆者作成 

 

 

別添 4：政策提言Ⅱ実施による大阪府の水田整備率への効果試算 

 

 本稿では、政策提言Ⅱにより、圃場整備の面積要件を緩和した場合の影響を計測するため

に、大阪府を対象に効果試算を行った。 

大阪府で試算を行った理由は以下の 2 点である。1 点目は、5ha 以上のまとまりをもつ農

地の面積のデータが入手可能であったためである。2 点目は、本稿の地域分類において能勢

町を除く大阪府の全ての対象市町村が都市型市町村に分類され、都市型市町村を対象に行

う政策提言Ⅱの効果を試算する対象としてふさわしいと考えたためである。 

 なお、試算に用いたデータは大阪府への聞き取り調査（2012 年時点）と農水省 HP43か

ら入手した。試算では、農用地の面積要件の緩和による農用地面積の増加も併せて試算す

る。 

 試算の式は以下である。大阪府環境農林水産部への聞き取り調査から、5ha 以上のまと

まりをもった市街化調整区域内農地はほとんどが田であるが、田と畑に分けた集計は行っ

ていない、との回答を得たため、5ha 以上のまとまりをもった市街化調整区域内農地を全

て田とみなして試算を行った。 

  

 （圃場整備の面積要件を 5ha へ緩和した場合の水田整備率：94.5％） 

  ＝｛（農用地面積：4632.9ha）+（5ha 以上のまとまりをもった市街化調整区域内農    

                                                 
43農水省 HP「作物統計面積調査 平成 24 年」 
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地：4679.5ha）｝／（田耕地面積：9850ha） 

  

 緩和の効果として、2011 年時点で 13.2％と全国最低水準だった大阪府の水田整備率

は、5ha 以上のまとまりをもった全ての農地で圃場整備が実施された場合、全国 1 位の北

海道（93.6％）に匹敵する水田整備率となる。 

 

 （農用地の面積要件を 5ha 以上にした場合の耕地面積：9312.4ha） 

  ＝（農用地面積：4632.9ha）+（5ha 以上のまとまりをもった市街化調整区域内農    

地：4679.5ha） 

  

 農用地の面積要件の緩和により、大阪府の農用地は 4632.9ha から 9312.4ha にほぼ倍増

する。これは、大阪府全域の農地面積（13711ha）の 67.9％にあたる。 


